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参議院議員に選ばれた際に、あな
たがこの１年間で優先的に取り組も
うと考えている課題は何ですか。

経済成長戦略の策定と実
行

その他 公務員制度改革 雇用創出

＜その他具体的に＞ 労働者派遣法の抜本改正

そう考える理由を一言でお答えくだ
さい【必須回答】

過去20年間、日本は経済
成長していません。原因
は、自民党政権による古
い政治です。競争力を回
復することが、雇用、年金
など、全ての政策課題の
基本であると考えていま
す。

非正規労働者が3分の1を
超え、この10年間で雇用
者報酬が26兆円も減って
います。正社員が当たり
前の社会をつくらない限
り、経済の成長も少子化
の克服もありません。

天下りの根絶や独法、国
の出先機関の廃止などに
より、小さな政府、地方分
権の効率の良い行政を目
指す

女性や今の若い世代が職
場で能力を高めるチャンス
をなかなか得られない現
状に大変心を痛め、危機
感を持っているため。

問2
あなたは、日米関係と日中関係は
どちらが重要だと考えていますか。

日米関係 どちらも重要 日米関係 どちらも重要

あなたは、米軍基地が日本に存在
することは必要だと考えています
か。

必要 不要 必要 必要

そう考える理由を一言でお答えくだ
さい。【必須回答】

東アジアの現在の国際情
勢を考えると、米軍基地は
日本の安全保障上の観点
から必要です。同時に、国
をどう守るかについて、長
期的な視点で議論しなけ
ればなりません。

在日米軍基地はイラク、ア
フガニスタンでの軍事行動
にみられるように米国の世
界戦略の軍事拠点の役割
を担っています。在日米軍
基地は日本の平和と安全
を脅かしており、対等、平
等の日米関係を築く上で
も撤去が必要です。

現在のアジア情勢ではや
むを得ない。また、憲法上
も自衛の態勢が不十分と
言わざるを得ない

日本の繁栄と平和にとっ
て重要な日米同盟の一部
であるため。

あなたは、日本の財政は持続可能
だと考えていますか。

このままでは持続可能で
はなく、破たんする

このままでは持続可能で
はなく、破たんする

このままでは持続可能で
はなく、破たんする

このままでは持続可能で
はなく、破たんする

「このままでは持続可能ではなく、
破たんする」と回答した方にお聞き
します。あなたは、この課題に対し
てどのような方策を打つべきだと考
えていますか。一言でお答えくださ
い。

法人税などの税制改革や
会社法などの法整備で経
済競争力を回復させ、税
収増につなげることです。
また、ムダな財政支出の
徹底した見直しも必要で
す。

米軍基地への思いやり予
算などムダな事業にメスを
入れ、大企業や大資産家
などに能力に応じた税負
担を課し、税収を図ること
で財政を立て直します。

徹底した無駄の廃止ととも
に、名目成長率４％以上
を続けて経済成長政策を
優先する

無駄遣いの根絶と経済活
性化を実現しながら、財政
に関する超党派の議論を
するべき。

あなたは、地方分権の主役は誰だ
と考えていますか。

住民 住民 住民 住民

＜その他具体的に＞

あなたは、地方分権を進めるため
にカギとなる課題は何だと考えてい
ますか。

中央からの権限や財源の
移譲

中央からの権限や財源の
移譲

中央からの権限や財源の
移譲

中央からの権限や財源の
移譲

＜その他具体的に＞

そう考える理由を一言でお答えくだ
さい。【必須回答】

自治体の権限と財源の自
由度を増やし、執行部、議
会、住民、NPOなどの政策
立案・執行能力を高めて
いくことが先決です。５～８
はどれも重要な項目です
が、これらを前提にすると
話がなかなか前に進まな
いことは過去の経験から
明らかです。

行政事務の執行は6割は
地方が行っていますが、
財源の裏付けが不十分で
す。

地方の自主的判断、行政
権を先ず確保する

各地域の住民のニーズに
添った、納得・満足度の高
い行政を実現するため。

あなたは、消費税の増税に賛成で
すか、反対ですか

賛成 反対 反対 わからない

「賛成」と回答した方にお聞きしま
す。消費税増税の幅として、どの水
準まで許容しますか。

5%超～10%未満

「反対」と回答した方にお聞きしま
す。その理由はなぜですか。一言
でお答えください。

政府は消費税の増税を法
人税減税とセットで出して
います。所得の少ない人
ほど税負担が重くなる消
費税の増税は消費を一層
冷え込ませ景気回復に逆
行します。

国会議員削減、公務員改
革など先にやるべきことが
ある

現行の社会保障制度は、若い世代
が高齢者を支える仕組みとなって
いますが、少子高齢化の進展によ
り、その持続可能性が危ぶまれて
います。あなたは、若い世代の負
担を減らすために、地元の年金受
給者に「皆さんの年金を月5,000円
減らします」と説明できますか。

説明する必要はない 説明する必要はない できない 説明する必要はない
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「できない」「説明する必要はない」
と回答した方にお聞きします。その
理由はなぜですか。一言でお答えく
ださい。

抜本的な年金改革を行う
ため、「現行の社会保障制
度」の枠組みでの議論は
適当でないと考えます。

年金受給者の4割強を占
める国民年金の平均受給
額は月額48,000円程度で
す。最低生活に届かない
国民年金等の拡充こそ求
められています。

共済年金の優遇などを見
直し、年金一元化などまだ
やるべき手がある

そのような政策を政府与
党は提起していないため。

あなたは、少子高齢化による人口
減少という現実に対して、どのよう
に考えていますか。

日本の将来にとって決定
的に大きな課題である

日本の将来にとって決定
的に大きな課題である

日本の将来にとって決定
的に大きな課題である

日本の将来にとって決定
的に大きな課題である

「日本の将来にとって決定的に大き
な課題である」と回答した方にお聞
きします。少子化対策として、どの
ような政策手段をとるのが適当と考
えますか。

保育サービスの拡充など
の現物給付

無回答※ その他 その他

＜その他具体的に＞
保育サービスとともに高校
卒業までの教育費等を国
が保障する

女性の就労支援（とくに子
育て期間後）

「日本の将来にとって大きな課題と
はいえない」と回答した方にお聞き
します。その場合、あなたは、どの
ような社会を目指すべきだと考えて
いますか。一言でお答えください。

あなたは、日本の農業政策（生産
調整）についてどう思いますか。

選択的な生産調整で継続
すべき

段階的に廃止すべき 段階的に廃止すべき 段階的に廃止すべき

＜その他具体的に＞

あなたは、今後の日本の農業の担
い手を考えた場合、どの部分の人
たちを大事にするべきだと思います
か。

差をつけず全農家 差をつけず全農家 差をつけず全農家 差をつけず全農家

そう考える理由を一言でお答えくだ
さい。【必須回答】

大規模専業農家に集約す
ることは効率化の観点か
らは重要ですが、小規模
兼業農家にも文化継承や
環境保全などの重要な役
割があるため、担い手か
らはずすことはできませ
ん。

日本の農家は、小規模農
家が圧倒的に多く、兼業
農家が多数を占めていて
農業生産の重要な担い手
となっています。専業農家
も含め、価格保障、所得
補償等の政策で自給率
50％を当面目指します。

規模や地域に応じたキメ
細かな政策こそ必要

農村全体の活性化が必要
であり、それぞれ重要な一
部である特定の就農形態
を切り捨てるべきではな
い。

現在の日本の政治が、官僚たたき
だけに傾斜しており、政治家が優
秀な官僚を活用しきれていないと
いう意見がありますが、あなたはこ
の意見に対してどう考えますか。

そう思う そう思う そう思う そうは思わない

そう考える理由を、一言でお答えく
ださい。【必須回答】

最終的な意思決定につい
ていえば、民意を反映して
いる政治家の役割なのは
当然です。しかし、官僚が
蓄積した専門的知見を活
用することも、同様に重要
です。

日本の政治を正すために
は、政官財の癒着の構造
を立つことが求められてい
ます。政治悪の根源は官
僚だけにあるのではありま
せん。

天下り等を廃して、優秀な
若手官僚がヤル気をおこ
させる仕組みをつくり、政
治家が課題に応じてこれ
を使いこなすこと

国民のため、最良の行政
を行い、国民の信頼を得
たいという根本において、
現内閣は志ある優秀な行
政官と同じ思いであるた
め。

あなたは、「政治とカネ」をめぐる問
題で国民の信頼を回復するため
に、どんな方策が必要だと考えてい
ますか。最も重要だと思うものを二
つ選び、優先順位をつけて回答し
てください。
＜最も重要＞

企業・団体献金禁止の徹
底

企業・団体献金禁止の徹
底

企業・団体献金禁止の徹
底

企業・団体献金禁止の徹
底

＜最も重要＞その他具体的に

＜2番目に重要＞ 個人献金の普及促進 政党助成金制度の見直し 個人献金の普及促進 個人献金の普及促進

＜2番目に重要＞その他具体的に

※「子ども手当」などの現
金給付と併せて保育所の
整備などの子育て支援の
環境整備が重要である。
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